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経済 論叢(京 都大学)第150巻 第5・6号,1992年11・12月

ア ジアNIEs工 業 化過 程 の政 治経済 学 研 究(1)

一 工業化過程における資本形成:台 湾の事例から一

宋 立 水

は じ め に

経済発展 は政治的独立 を遂 げた発展途上 国が,今 日直面す る最大 の課題 と

言 って よい。先進諸国の経験 によれば,工 業化 の達成な しに,経 済発展 を成 し

遂 げることはで きない。

ところが,発 展途上国の工業化の歴史 と現実か らは多様 な経過 と結果が浮か

び上が ってい る。 この工業化 の障害 になる要素は多様であ るが,そ の中で,最

も重要なのは工業化過程にお ける資本形成 と技術進歩である。技術進歩 または

技術形成 は,新 しい資本設備投資 に体化するので,新 しい技術形成 を実現す る

には資本設備を更新改善することが必要で,つ ま り,資 本形成を必要 とす る。

一般的 に見れば,技 術進歩を一定 とする場合 には,資 本形成の規模 と速度 は,

工業化の規模 と速度を制約 し,資 本形成 の過程(資 本の源泉,蓄 積 メカニズム,

生産へ の資本投入)は 工業化過程全体 を制約 し,そ して,工 業化 の展開は逆 に

資本形成を規定す ると言 える。

発展途上国の資本形成 に関 しては,50年 代か ら,発 展途上国の経済開発問題

の重視 に伴 なって生 じた 「経済開発論」 の分野で多 くの議論が なされたが,以

来四十年が経過 した。 この間,大 部分の発展途上国が,ま だ資本形成の 「悪循

環」Dに陥 った ままで ある一方,70年 代末 にはラテ ンア メ リカ,東 ア ジア,東

南 アジア,ヨ ー ロ ッパにおい てNICsと いわれ る10力 国(地 域)の 新 興工業

1)RagnarNurkse,ProblemsofCapitalFormationinUnderdeveloped(〕oω 肛rガ銘OxfordBasi[

Blackwell,1953,土 屋 六 郎 訳 「後 進 国 の 資 本 形 成 』,厳 松 堂 書 店,1955年 。
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国化がみ られた21。さ らに,80年 代半ぼ には,NICs諸 国の中,一 方で はラテ

ンアメ リカNICsの ように債務 問題 を深刻化 し,経 済が停 滞或は悪化 す る現

象がみ られ,他 方で はアジアNIEs3)の ように持 続成長 して,資 本形成の 「悪

循環」か ら完全に脱出 したかに見えるNIEs現 象が対称 的に現 れて きた。

一体
,な ぜ アジアNIEsが このような経済的な成果 をあげることがで きたの

か?こ の問題 は,今 日まで様 々な視点か ら研 究されてきたが,小 論ではアジア

NIEsの 内,台 湾(50年 代か ら80年 代半 ば迄)を 対象 と して,資 本形成の視点

か ら接近 してみよ う。

1は 台湾の工業化過程 における資本形成の実態 と特質を扱 うが,こ の章では,

統計的分析が中心 になる。

Hは 台湾の工業化 にお ける資本形成政策 と資本形成のメカニズムであ り,ま

ず,台 湾の工業開発政策を資本形成の視点か ら検討 し,さ らに工業化過程 にお

ける脱 「悪循環」を可能 した資本形成メカニズムを提示す るこ とになっている。

続いて,皿 の台湾のNIEs化 に関わる若干の問題提起 に入る。 この章 は,前 、

二章の台湾 に関す る実証的な分析の上に若干の理論上の論点 を提示す ることに

主眼が置かれている。

1台 湾の工業化における資本形成 の実態 と特質一 致量的接近

1.資 本 形 成 と マ ク ロ 経 済 実 態

資 本 形 成 は 貯 蓄 → 金 融 機 構 に よ る 資 金 調 達 → 生 産 者 に よ る 生 産 へ の 投 入 と い

う 三 つ の 段 階 を 経 過 す る 経 済 活 動 過 程 で,国 民 経 済 の 循 環 過 程 に お い て 実 現 す

る 。

2)TheOECD'sreporton"Theimpactofthenewlyindustrialisingcountriesonproductionand

tradeinmanufactures"(Paris>whichwaspublishedin1979,describedtheNICs(p、18)asa

"g
roupof.countries...whoseshareinworldindustrialoutputandinworldexportsofmanufa¢.

tureshasincreasedrapidlysincetheearly1960sandparticularlyduringthe1970s" .Theirlist

includedtenco㎜tries=fourin(South-east)Asia,twoinLatinAmericaandfourinSouthern

Europe.

3)ユ988年6月 の ロ ン ド ン ・サ ミ ッ トか らNICsはNIEs(新 興 工 業 経 済 群)と 呼 ば れ る よ う に

な っ た 。
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この認 識 に基づ い て,台 湾 に おけ る資 本 形成 の実 態 と特 質 を検 討す る場合 ,

まず マ ク ロ経 済視 点 か ら捉 え,次 い で資 本 形成 の プ ロセ スに入 って検 討 し,そ

の 実態 と特 質 に実 証 的 に接 近 す る。

a.マ クロ経済の実態 と特徴

台 湾 は戦 後国 際 政 治の 冷戦構 造 の環 境 下,ま た世 界 資本 主義 経 済 再編 成 の 中

で,急 速 に工 業化 へ の道 を進 んで きた。 それ を結 果 的 に観 察す る場 合 に は ,マ

ク ロ経 済 の主 要指 標 か らそ の経 済的 特徴 は次 の よ うに捉 え られ る。

1.GNPとNIの 成 長 速 度 の指標 を見 る と,1951-85年 の三 十 四年 間の年 平均

成 長 速度 は,そ れ ぞ れ8.7%と8.5%で,ま さ に高 い成長 と言 え る。 時 期別 にみ

る と,(表1-1-1(A)を 参照)台 湾 は1973年 以 降,経 済発 展 が 依 然 と して年 平 均

9%前 後 の速 度 で成 長 してい たが,し か し年 別指標 をみ れ ば,か な りの変動 が

見 え,不 安 定性 を強 く示 して い る。 そ の上 に,表1-1-1(1>の イ ンフ レ率 の指 標

を加 え て分析 す れ ば,台 湾 で は,割 合 に安 定 的 な物 価 の も とで 経済 の持続 的 な

高 成長 を達成 して い た こ とが わ か る。 それ か ら,表1-1-1(F)の 失 業 率 指 標 か ら

見 られ る よ うに,台 湾 で は,ほ ぼ完 全雇 用 を達 成 し,割 合 に安 定 的 な社 会 環境

を創 って きた。

2.国 内最終 需 要 は,民 間消費,政 府 消 費,固 定 資 本投 資 およ び輸 出入 の差 か

らな る指 標 で,実 際 の需 要 を説 明す る。 台 湾 の1952-85年 の三 十 三 年 間 の 国内

最 終需 要 は年 平均8.8%で 成 長 して いた 。 そ の うち,民 間消 費 購 入,政 府 消 費

購 入 と固 定資 本投 資購 入 の年 平 均成 長 率 は,そ れ ぞ れ7.8%,72%,12 .13%

で あ り,輸 出 と輸 入 の年平 均 成 長率 は15.53%と14.03%で あ る。GNPの 成 長

率 の8.7%を 加 え て,こ の実 態 と合 わ せ て分析 す る と,台 湾 経 済 の高 い 成 長率

は,固 定 資本 投 資 需要 の か な り高 い 成長 率 に基づ き,同 時 に輸 出入需 要 の 高 い

成 長率 を伴 ってい た こ と,特 に輸 出 需要 の高 い成 長率 を伴 って いた こ とが指摘

で きる。 その 上 に,表1-1-1(G)の 資 本 源 泉の 指標 を み る と,台 湾 の資 本 形 成 に

は,国 内 自給 不足 形か ら国 内完全 供 給型 にな った特 徴 が示 され て い る。

3.表1-1-1(H)の 貿易 依 存 度 とGNPに 対 す る経 常収 支 の比 率 を見 れ ば ,次 の
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表1-1-1台 湾のマ クロ経済の主要指標(%)

台 湾
51-60 61-70 71-80 81-85

GNP実 質成長率 8.0 10.6 8.7 72
A

NI実 質成長率 7.4 10.1 8.5 7.4

B
国内最終購入増加率 8.0 9.8 9.3 6.9

固定資本形成増加率 13.3 16.2 12.3 一 〇
.02

GNP実 質成長率の寄与 ユ00.0 100.0 ユ00.0 1000

C
農 林 水 産 業 31.5 23.7 12.3 7.8

製 造 業 23.3 31.4 45.ユ 51.2

其 他 45.2 44.9 42.6 41.0

(1952 1963 ユ973 1985)
GNPの 産業別構成 100.0 100.0 100.0 1000

D
第 一 次 産 業 36.0 26.8 14.ユ 6.8

第 二 次 産 業 18.0 28.1 43.8 45.3

第 三 次 産 業 46.0 45.1 42.ユ 479

(1952 1963 1973 1985)
産業別雇用構成 100.0 100.0 100.O 1000

E
第 一 次 産 業 56.ユ 49.4 30.5 17.5

第 二 次 産 業 16.9 21.3 33.7 41.4

第 三 次 産 業 27.0 29.3 35.8 41.1

F失 業 率 4.0 3.1 16 27

資本源 泉構 造 100.0 100.0 100.0 1000

G 国 内 貯 蓄 60.5 89.ユ 106.1 1406

国 外 貯 蓄 39.5 10.9 一6
.1

一406

(195ユ 1963 1973 1985)
貿 易 依 存.度 25.6 30.3 836 1005

H
輸 出 9.3 12.4 41.1 559

輸 入 16.3 17.9 42.5 44.6

GNPニ タイスル経常収支比率 一7 一5
.5 一14 1ユ3

1イ ン フ レ率 9.7 3.4 5.539注]

注11一:9.7の 値 は 台 湾 の53-60年 の デ ー タで あ る 。

二:台 湾 の71-80年 の値 は 二 回 オ イ ル危 機 の74年 の47 .5%と80年 の19.0

%を 除 い た 値 で あ る。

注2:D,E,Hは 当 該 年 の 数 値 で あ る 。

(出 所>Nationaliac・meinTaiwanareaoftheRepubicof

China,1964-1988

乃 ゴ㎜ η5刎 ゴ∫£加'44吻 占ooゑ1粥6

3故`f∫畑'脚rう ・・koftheRepublicofChina ,
156ひ 一1蜘
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図1-1-1台 湾の国内資本形成率諸指標
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一 純 国 内 資 本 形 成 率 ・… 粗 国 内資 本 形 成 率 一一 国 内 源 泉 の 資 本 形 成 率

こ とが わ か る。台 湾 の貿 易依 存 度 の高 ま りとそ の水 準 は輸 入代 替か ら輸 出指 向

の貿 易依 存 型 の経 済特 質 へ の転 換 を明か に してい る,さ らに ,輸 入 依 存度 高 の

タイ プか ら輸 出依 存 度高 の タ イプへ の転 換 及 び経 常 収支 赤 字型 → 経 常収 支 均衡

型 →経 常 収支 黒字 型 とい う変化 を現 して い る。

4.表1-1-1(C)と(D)の 各 指標 は,台 湾 の 工業 化 の発 展態 様 を現 わ して い る。 台

湾 の工 業 化 計 画 は50年 代 初 期 か ら始 ま っ た が,出 発 点 は 低 い。1952年 に ,

GDPに 於 け る第 一次 産 業 の構 成 は32 .2%で,第 二 次 産 業 は わず か19.7%で

あ った 。 その後1963年 に は第 一次 産 業の それ は23.3%ま で 減 少 した のに対 して ,

第 二次 産 業 の それ は30.0%に 増 加 した。 それ か ら10年 後 の1973年 に は ,前 者 は

さ らに12.1%ま で に下 が り,後 者 は さ らに増加 して,43.8%に 達 した。1985年

に は第 二次 産 業 の それ は46 .3%の 水準 を達 し,第 一次 産 業 の そ れ は5.8%に 縮

小 した。

つ いで,産 業 別雇 用構 造 を も見 よ う。1952年 の第 一次 産 業 と第二次 産 業 の雇

用 は そ れ ぞ れ56.1%,16.9%で あ った。1963年 に は両 者 は そ れ ぞ れ49 .4%,

21.3%に まで 変化 した。10年 後 の1973年 には前 者 は さ ら に30 .5%に 低 下 し,後
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表1-1-2台 湾の国内資本形成率 に関する各指標比較

(481)93

(%)

1951-1963 1964-1973 1974-1984

A.粗 国 内 資 本 形 成 事

納 国 内 資 本 形 成 率

内=国 内 源 泉

12.4

8.2

3.7

23.3

15.2

14.7

30.1

21.8

25.9

B.粗 国 内 資 本 形 成 率

純 国 内 資 本 形 成 率
在庫投 資対GNP比

9.6

6.2

2.8

18.1

11.1

5.2

27.8

19.6

2.3

C.NNPの 国 内 貯 蓄 率 3.9 16.7 26.ユ

(注)計 算 は 表1-1-1の 資 料 よ り

者 は33.7%に 増加 した 。1985年 には第 一 次産 業 の それ は17.5%に 減少 した の に

対 して,第 二 次 産業 の それ は41.4%ま で に達 した。 さ ら に,GDP実 質成 長 率

へ の産 業 別 寄 与 率 指 標 を 見 る と,農 林 水 産 業 のGDP成 長 に対 す る寄 与 率 は

1951-60年 の31.5%か ら年 々減 って,1981-85年 に は7.8%し か な いの に対 して,

製造 業 の それ は益 々増 大 し,1951-60年 の23.3%か ら1981-85年 の51.2%ま で に

達 した こ とが わか る。以 上 の数字 は明 らか に,農 業が 支 配 的 な経 済 形態 か ら,

製造 業が 支 配 的 な経済 形態 へ の工 業化 過 程 を語 って い る。

b,国 民総生産における実質国内資本形成率の概観

1.国 内資本 形 成(以 下資 本 形成 と略称)率 は,資 本形 成 総額 対GNPの 比 率

で 示す 。粗 資 本 形 成率 と純 資 本形 成 率 の差 は 固定 資本 減 価償 却 のGNPに 対 す

る比率 で あ る。

図1-1-1は 台 湾 の粗 資 本 形成 率 と純 資 本 形成 率,お よび国 内源 泉 の純 資 本 形

成 にお ける比率 の時系 列概 観 図で あ る。 図 を見 る と,三 つ の指標 は73年 まで の

上 昇,70年 代 の横 ば いで の推 移 を示 して い る。 しか し,80年 以 降,国 内源 泉 の

純 資 本形 成 率が 依 然70年 代 半 ば以 後 の状 態 を保 つ 一方 で,粗 資本 形 成率 と純 資

本形 成 率 が下 滑 り して きた こ とに特 徴 を もってい る。

つ い で,時 期 別 に見 よ う。表1-1-2の(A)は,時 期 別 の これ ら指 標 の年 平 均 比

率 を表 して い る。 この デー タに よ る と,粗 資 本形 成率,純 資 本 形成 率,国 内 源
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泉 の純 国内資 本 形成 率 はい ず れ も成長 が 速 い。 更 に国 内源 泉 の純 資 本形 成率 と

純 資 本 形成 率 の両 指標 を比 較 す れ ば,1951-63年 の 間 に は国 内源 泉 の純 資本 形

成 率 が 純 国内 資 本 形成 率 の45%し か ない が,1964-73年 の期 間,両 指 標 が ほ ぼ

接 近 し,1974-84の 期 間 に は,国 内 源 泉純 資本 形 成率 は純 資 本形 成 率 よ り4.1%

高 い。 それ は64年 以 降台 湾 の資 本形 成が 国内 自給 型 に変 わ った こ とを示 して い

る。

クズ ネ ッツは近 代経 済成 長 に関す る実 証 的研 究 に よ って,資 本形 成 の長 期 的

な傾 向 につ い て,粗 資 本形 成 の 国民 総生 産 に対す る比 率 は,10%強 か ら20%強

の範 囲 にあ り,20年 以 上 にわ た ってそ の上 限 を超 えた ケー スは 見 られ なか った

事 実 を 発 見 し た が,台 湾 の 粗 資 本 形 成 対 国 民 総 生 産 の 比 率 は33年 間

(1951-1984)で,年 平 均21.7%,20年 間(1964-1984)に わ た って,年 平 均

26.7%に 達 し,ク ズネ ツの発 見 を突破 した。 この重 要 な検 出結 果 は,台 湾 の τ

業化 の成 長 過程 を観 察 す る場合 に見逃 す こ とがで きな い。

2.粗 固定資 本 形成 は粗 資 本形 成 か ら在庫 投 資 を控 除 した もので あ る。 純 固定

資 本 形成 は粗 固 定資 本 形成 か ら減価 償 却 を控 除 した もので あ る。 この両 指標 の

GNPに 対 す る比 率 は それ ぞ れ粗 固 定 資本 形 成率 と純 固定資 本形 成 率 とな る。

純 固 定資 本形 成 率 は固 定資 本 の純投 資 率 とみ られ る。

表H-2の(B)を み る と,粗 固 定 資 本形 成 と純 固 定 資 本 形 成 両 指 標 は共 に

1964-73年 期 の成 長 が 速 い。 次 の1974-84年 期 に減 速 した が,1974-84年 の時 期

の純 固定 資本 形 成 の成 長 は粗 固定 資本 形成 の それ よ り大 きか った 。 これ につ い

て は1974年 か らの 台湾 重化 学工 業 化 を 目標 と した 「十 大 建設 」(1973年11月 発

表),「 十二 項 目建 設 」(1977年9,月 発表),「 十 四項 目建設 」(1984年9月 発表)

な ど巨大 な プ ロ ジ ェク トが計 画 的 に実行 され こ とで説 明で き よ う。

次 に,在 庫 投 資対GNP比 率 を見 よ う。1951-63年 期 の それ は平均2.8%で,

1964-73年 期 に はそ れが5.2%と な って,1974-84年 期 の それ は2.3%に 変 わ った。.

ち なみ に,日 本 の在庫 投 資比 率 は石油 危 機 以前 の高 度成 長 期 には2%を 超 え る

こ と も しば しば だ った が1975年 以 後 で は0.5%前 後 と きわ め て低 い水 準 にな つ
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ていることと比較す ると,台 湾の工業化過程 における資本形成のコス トはかな

り高い ことが よ く分か る。時期 的に見 る と,こ のコス トは特 に1964-73年 期 に

高い。

3.つ いで,国 内純生産(NNP)に 対す る国内貯蓄率 を見よ う。1951-63年 期の

この指標 はわずか年平均3.9%で あったが,1964-73年 期のそれ は大 きく変わ っ

て,16.7%に 達 した。 この時期 は産業構造が上述の ように大 き く変化 し,第 二

次 産業が構造 的に主導的 な地位 になった時期で もあ る。次の1974-84年 期 には

対NNP国 内貯蓄率は さらに年平均26.1%に 増大 し,産 業構造の工 業化 はこの

時期に定着 した。 ロス トウの経済成長段 階論 を参照すれば,こ のことは恐 らく

台湾工業化成長 の離陸期 の短縮がNNPに 対する国内貯蓄率 の急増 を伴 って同

時 に進行 した ことを示唆 してい る。概括 的に言えば,経 済発展 の離 陸速度 は国

内貯蓄率の増加速度 と正関数 になる筈で ある。

上述 の分析 による と,台 湾 は高い経済成長 を達成 したが,そ の成長 に伴 う工

業化 に成功す る原動力の一つが,二 十年以上 にわ たる高い資本形成率,特 に高

い純固定資本形成率の維持 にあろ う。台湾の経験 によれば,こ のよ うな工業化

速度 を達成す るには,二 十年以上 にわた って,持 続的に国内純生産 の20%以 上

を貯蓄 し,生 産に投入 して,純 固定資本形成率15%以 上の水準を保障す ること

が必要な条件 の一つ となると思われる。

2.工 業化 における資本形成 の資金源泉の実態 と特質

a.工 業化における資本形成の資金源泉の構成と特質

資本形成は過去 に生産された物 の一部 を,貯 蓄 し,次 期の生産過 程に投入す

る ことであ ると定義で きる。すなわち,資 本形成 は貯蓄(余 剰)を 源泉 とす る

のである。 ここでは当期 に消費されてい ない収入(あ るいは国民総生産 の中の

消費 されていない余剰)は すべて貯蓄 と見 なされ る。それは生産 の余剰 なので,

生産の余剰がなければ貯蓄 もない,貯 蓄が なければ,資 本形成 もで きないはず

で ある。 しか し,貯 蓄 は資 本形成 の資金源泉 として,必 要条件であ るが,充 分
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条件 で は ない 。

資 本 形 成の 源泉 と して は,貯 蓄以 外 に固定 資 本 の減価 償 却 もその 一 部 を成 し,

外 国貯 蓄 も資 本移 転 を通 じて,源 泉 の一つ にな る。 国 内資 本形 成 にお ける固定

資 本の 減価 償 却 の比重 が 小 さ い程,純 投 資 は大 き く,逆 に減価 償 却 の 比重 が大

きい程,純 投 資 は小 さ くなる。 また,国 民貯 蓄能 力 の低 い 発展 途 上 国 では,国

内資 本 形 成 にお け る国外 貯 蓄(外 国資 金移転)が 経 済成 長 に とって は大 きな意

味 を有 してい る。

次 に資 本形 成 の資金 源 泉形 態 を,固 定資 本減 価償 却,貯 蓄,国 外 借 入れ の三

形 態 に分 けて,検 討す る こ とを試み たい。

1.ま ず,資 金源 泉 の固 定資 本 減価 償却,貯 蓄 及 び国外 借 入れ の構 成 を見 よ う。

資 本 源 泉 の構 成 を全 体 的 に見 れ ば,1951-85年 の 三 十 四 年 間 に お い て,約

32.7%が 減 価 償 却か らな った。 それ を 時期 別 に見 る と,51-64年,65-81年,

82-85年 の 三 つ の 時 期 の減 価 償 却比 率 は,そ れ ぞ れ33.8%,25.2%,39,2%で

あ った 。

この 減価償 却 比 率 は先 進 国工業 化 過程 の資 本 形成 に 占め る比 率 よ り一般 的 に

低 い。 例 えば,ス ウ ェー デ ンの場 合,1861-1930年 を とる と,こ の 比率 が42%41,

カナ タの場合 は,1870-1952年 を とる と,同 比 率 が54.6%5}で あ った。 そ して,

同 じ高 度成 長 を経 験 した 日本 とほぼ 同 じ比率 で あ る。 この こ とは,減 価償 却 の

比 率 が 小 さい ほ ど,純 投 資 の比 率が 大 き くな り,経 済 成 長 も速 くな る こ とを示

唆 して い る。

それ か ら,資 本 形成 の外 国借 入 の構成 は60年 代か ら低 い 比率 で推 移 したが,

70年 代 よ り漸次 マ イナ ス比率 の状 態 に入 った こ とが 特徴 的 であ る。 また,貯 蓄

と外 国借 入の 間 に強 い補 完 関係 が あ る こ とが 明かで あ る。

2.国 外 貯 蓄 は,一 国の 資本 形成 を増大 させ る こ とが で き るが,結 局 返済 しな

けれ ば な らな い(援 助 と送金 は除 き)の で,そ れ 自体 で は資 金 源泉 の問題 を解

4)W.W.Rostowに よ る 計 算 。

5)ibid,
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決で きない 。一 国 の経 済 の持 続 的 な安 定 成長 を支 え るた め には,基 本的 には国

内貯蓄 に依存 しな けれ ば な らない。 それ 故 に,国 民貯 蓄能 力 の増 加 が,抜 本的

な源泉 とな ろ う。

次 に,国 内貯 蓄 と国外貯 蓄 の構 造 を検 討 してみ る。資 本形 成 の国 内 と国外 の

源 泉 の構 成 につ い て は,60年 代初 期 まで,国 外 源 泉 の比率 が か な り高 いが,そ

れ以 降,国 内資 本 形成 の源泉 はそ の ほ とん どが 国 内源 泉 か ら ぐるよ うに な り,

さ らに,70年 代 に入 って,国 内 源泉 が漸 次余 剰 にな り,80年 代 には この傾 向が,

さ らに強 く現れ て きた。 数字 を具体 的 に見 よ う。50年 代 の国 外 源泉 の比 率 は年

平 均40%前 後 で あ った が,1961-65年 には,16,7%に 下 が った。 他 方,国 内源

泉 の比率 は,50年 代 の60%前 後 か ら,60年 代 の90%台 に上 って,さ らに70年 代

で は余剰 の状態 にな った。台 湾 は この国外 源泉 を利用 す る うち に,国 内源 泉 の

貯 蓄 能力 を上昇 させ て い った。 この国外 源泉 の役 割 に対 す る評価 は本研 究 の 中

の重要 な部 分 をな す。

つ いで,さ らに資本 形 成 の国 内源 泉 と国外 源 泉 の役 割 を計 量 的 に検討 してみ

よ う。

b,台 湾の経済成長に於ける資本形成の国内,国 外源泉の役割についての数量分析

検討 は次 の モデ ルに基づ い て行 うこ とにな る。

Harr。d型 保 証成 長 モ デ ル:8。=」 ≦ … …①
ひ

Harrod型 自然成 長 モ デ ル:9・=η+λ … …②

Domar型 完 全雇 用 均衡 成長 モ デル:gw=Ss'(・ ≦ ・g。)… …③

Domar型 完 全 雇 用 均 衡 成 長 モ デ ル に基 づ い て,国 外 資 本 の 流入6〕を考 慮 す

る と,そ のモ デ ル は:8∫=δ(S'+!')… …④

モデ ル① の意 味 は経 済成 長8wが,貯 蓄率3'を 資本 産 出率"で 割 った値 と等

しい とい う こ とで あ る。 これ は経 済成 長 率 を増加 させ るた め に は,貯 蓄率 を高

6)発 展途上国では,資 本不足が普遍的なことであるので,開 放経済の場合には,国 外からの資本

移転を考慮するはずである。
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めるか,或 は資本産出率 を低下 させなければ ならない ことを意味 してい る。

モデ ル② においては,π が就業労働人 口増加率で,λ が就業人口労働生 産力

の増加率のをそれぞれ意味す る。資本 と労働力が両方完全利用 され る経済の場

合 に,均 衡成長率 は自然成長 率 と相等(即 ち,Sノん=η+λ)に な る。 もし,モ

デル① 〉モデル② とな ると,労 働力は,完 全利用 されてい るが,全 体的 に労働

力 の不足 と資本が充分 に利用 されていない状態 にあ ると考 えられ る。逆 にすれ

ば,即 ちモデル①<モ デル② にな ると,資 本が充分 に利用 され ているが,労 働

力の充分な利用が達成で きず,失 業が増加す ると考え られ るBl。

ところで,定 義 に従 って,式 ③ の係数 δはHarrod型 の保証成長 モデ ルの資

本産出率(の の逆数 に等 しく,

・一竿 一士
躍 撫 一÷ ⑤

画仙

の よ うに書 け る9}。それ で,Harrod形 の保 証 成 長 モ デ ル(5'ん)は,Domar型

の完 全 雇 用均 衡 成 長 モデ ル(δ ∫')に イ コー ルで あ る。 そ うす る と,国 外 資 本

移 転 要 素 を考 慮 した経 済 成 長 率 で は(S'+∫')ん と δ(S'+ノ')が 等 しい こ とに

な る。従 って,資 本移転 要素 を考 慮 しだ経 済成 長 率 をHarrod型 の 自然 成 長 率

と比較 す る と,次 の三つ のケ ー スが 出て くる。 即 ち:

1,(3'+f')/v>η+λ;⑥

甲 これ は労働 力が 充分 に利用 され る と
,資 本が 充 分 に利 用で きず に,使 わ れな

い資 本が 生 じる(即 ち,労 働 力 不足 と貯 蓄資本 過 剰)こ とを意 味す る。

II,(5'+∫')ん く η+λ;⑦

これ は資 本が充 分 に利 用 され て も労働 力の不 完 全利 用,失 業 が発 生 しやす い

7>技 術 進 歩 率 と も呼 ば れ る 。 こ こで は 技 術 進 歩 率 を雇 用 人 口労 働 生 産 力 の増 加 率 で 示 す 。

8>伊 達 邦 春,「 経 済 変 動 の 理 論 と政 策 一Gw・Gnの 乗 離 是 正 策 とそ の 理 論 的 根 拠 」,季 刊 現 代

経 済,1976年,102-115ペ ー ジ。

9>HywelG.Jones,"AnIntroductiontoModernTheoriesofEconomicGrowth",華 奉 書 局,

1975,62-63ペ ー ジ。
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(即 ち,労 働 力 の過 剰 と貯 蓄資 本 の 不足)こ とを意 味 す る。

皿,(ゴ+∫ ■)ん="+λ;⑧

これ は資 本 と労働 力が 両 方,完 全 利 用状 態 にあ るこ とを意 味す る)o)。

以 上 は モデ ル に基づ く理論 的 な検 討で あ るが,次 はそ れ に従 って ,台 湾 の実

態 を具 体 的 に分析 してみ よ う。

L各 理論 成 長値 と現 実成 長 値 は表1-2-1の よ うにな ってい る。1953-62年 に は ,

台 湾 の(Sγ の 値 は,8。 値 よ り小 さか った。 これ は,こ の時 期 の台 湾 は 国民 貯

蓄 を源泉 とす る資 本 が不 足 してい た の に対 して,労 働 力 が相 対 的 に過剰 に な っ

て い た こ とを意 味 す る。 と ころが,国 外 貯蓄 の利 用 を考 慮 す る と,δ(3'+∫')

値 がgnよ りや や 大 きか った。 これ は,労 働 力 の完 全 雇 用 が達 成 で き る こ とを

意 味 して い る。 しか し,8。 は実 質成 長率 よ りや や 大 き くな って お り,こ れ は

労働 力 の完 全 雇用 が で き るは ず なの に失 業が存 在 した こ とを表 して い る。 この

時期 の 失 業 率 の指 標(3,9%)を 参 照 す る と,労 働 力 の完 全 雇 用 を 達成 で きな

か った(が,そ れ ほ ど深 刻 な雇 用問 題 に もな らな か った)こ とがわ か る。 さ ら

に この 時 期 の実 質成 長率 をみ る と,δ(∫'+ノ')〉 実 質 成 長 率 とな って お り,資

本 にや や不 完 全利 用 の傾 向が あ った こ とが示 され て いる。 全体 と して見 る と,

表1-2-1台 湾の各理論成長率 と現実成長率切 (%〉

時 期 (s'/y)
(1)

s'*(ユ/v)

(2)

δ(s'+fり

(3)

n十 λ

(4)

現 実 値

(5)

失 業

(6)

1953-62 4.99 4.99 8.18 7.40 6.98 3.9

1963-73 11.73 11.73 11.53 10.46 9.88 2.5

1974-85 8.84 8.84 7.47 7.67 6.99 1.9

1953-62 (S,/V)〈n+λ;δ(S'+f)>n+λ 〉 現 実 値 〉(sソv)

1963-73 (5,/V)>n+λ}(SYV)≧ δ(s'+f')≧n+λ ≧ 現 実 値

1974-85 (s'/v)>n+λ;(s'/v)>n+λ ≧ δ(s'+f)≧ 現 実 値

(注)計 算 は 表1-1-1の 資 料 よ り

10)尾 上久 雄,新 野幸次郎編 ,「経 済政策 論」,有 斐 閣大学双 書,1975年,第 五章。
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こ の時期 の経 済 成 長 に おい て ,`γ"一 即 ち,国 外 か らの貯 蓄 移 転 が 重 要 な役

割 を演 じた こ とが 明 か にな って い る。 そ の役 割 と して ,主 に次 の二つ が 擧 げ ら

れ る。一 つ は この時期 に潜 在 した失 業問 題 を改 善 した こ とで あ り,も う一 つ は

国 内資 本 によ り達 成 で きない高 い経 済成 長が成 し遂 げ られ た た ことで あ る
。 こ

れ らの こ とは単 に経 済的 意義 に と どま るので は な く,台 湾 の政 治,社 会 の安 定,

ひい て は 当時 代 の 世界 政治 構 造 の形 成 に も大 きな影 響 を与 えた こ とにな る
。

2.1963-73年 に は ,3'ん 値 が8。 値 よ り大 きか った 。 これ は,こ の時 期 の 国内

貯 蓄 が 国 内利 用 に充用 され て も,利 用不 充分 な状態 にな りやす い の に対 して
,

労 働 力 は完全 雇 用 にな りゃす い とい う こ とを意 味 して い た。資 本 の 国外 移 転 を

考 慮 す る場 合,3'ん ≧δ(S'+■)に な る には`γ"が 負 値 で あ る はず で ,国 内貯

蓄 の 国外 へ の小 量 の移転 が発 生 した ので あ る。 そ して ,δ(5ノ+∫ ノ)値 と実 質 成

11>計 算方法=
・資本産出率:γ=∫ ノ7}+、
・資本の生産能力係数:a=}二 +1"'
・労働力人口増加率:n=L ,+「L,/L,
・雇用人口労働生.産性増加率:

λ='+1期 雇用人口労働生産性一'期雇用人口労働生産性
'期 雇用 人口労働生 産性

(雇用 人 口労働 生産性=国 内総 生産/労 働 雇用 人口)
・自然 成長率 は次 の式 に従

って,推 計 した もので あ る:

自然成 長率 一就 業人口労働 生産性増 加率*労 働 力成 長速度+労 働 力増加率

ここで,念 のた めに,そ の方程式 の誘導過程 を紹介 してお く:

疇Wよ り
Y+一 名 _(Y/1>),+,'N,+1一(瑠 〉)r*」V、

耳 一(Y/N),本 ～V,

一{(YIN)'+一(YIN),}*N.+四 十(}7押),{N,+一 ノVの

(鼎)*Nt

一糟 競 絆}・ 警 ・・讐 私・一驚 ・・　 ・現・

この式で は'W"は 実 際雇用 人 口で あ るか ら,λ は この 時期 の実際 雇用 人 口の労働生 産性 増加

率,π は この時期 の実際雇用 人口の増 加率 しか意 味 していない。

努 ・同様.・ の時期 ・実 際雇用 人 ・の成 髄 度 ・ け・味 す 、.、.ろ が,薙 分析 。す 。.

場合 には漢 腿 用 人・の労働生 産性増力ロ率 の概 念は変 えないが
,実 腿 用人 ・増 加率 と実際雇用

人 口成 長速 度を同時期 の労働力 増加率 と労働力成長 速度 に取 り替 え るよ うにす る
。つ ま り,自然 成長率

こ就業 人口労働生 産性増加 率*労 働 力成長速 度+労 働 力増 加率
,と な る。 これ は現 実就業 人

口労働 生産性 増加率の もとで,完 全雇用 達成 す る場 合の 自然成 長率 を表す 。
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長 値 を比 較す る と,δ(5'+∫')〉 実 質成 長 値 とな る。 これ は
,こ の 時期 の 国内

資 本が 過剰 状 態 にな り,国 内需要 に充分 供給 で きる一方 ,過 剰 資 本 の充分 利 用

の ため に,国 外 へ の移転 が発 生 した に もかか わ らず ,国 内資 本 利用 の不 十 分 さ

が既 に生 じた こ とを 意味 す る。g。 値 ≧実 質 成長 値 とい う結 果 は
,こ の 時期 の

労 働 力が 完全 雇用 に近 く,失 業率 は低か った こ とを示 してい るが ,失 業 率指 標

の2.5%を 参 照 して見 る と,確 か にそ の よ うな実 態 にな った と言 え る。 以 上 の

検 出結果 に よ って この 時期 の状 況 は次 の二 点で 概括 で き る。 即 ち,第 一 は国

内貯 蓄が 経 済 発展 の為 の資金 と して不足 す る状 態 か ら脱 出 した こ とであ り
,第

二 は資 本要 素 の制約 に よ って生 じる労働 力要 素 の完 全利 用 が不 可 能 な状 況か ら

脱 出 した こ とで あ る。

3.1974-85年 には,各 理 論 値 は次 の式 の よ うに変 わ った。即 ち,(∫'/v>〉 η+

λ≧δ(∫'十■)≧ 現実 値 の よ うで あ った 。前期 と比 べ て変 わ ら なか っ たの は,国

内 資本 が 国 内需要 を充 分 満た す(ε'ん>8。)一 方 ,過 剰 資 本 の国外 へ の移転 も

あ った((8'ん)〉 δ(s'+∫'))こ とで あ る'%し か し,注 目す べ き な のは δ(∫'+

∫')<&で あ る。 これ は実 際 に国 内 に投 入 した資 本 は国 内の資 本 需 要 よ り少 な

くな った こ とを意 味す る。 これ は この時 期 の台 湾 の投資 環境 が 悪 くな った こ と

を示唆 して い る(こ れ に関 す る分析 は別 の論 文 に譲 る) 。 尚,以 上 の三 つ の 分

析 時期 と もに共通 で あ った こ とは δ(ゴ+∫')〉 実 質成 長値 で あ る。 これ は資 本

設備 が充分 に利 用 され て い なか った こ とによ る と しか説 明で きない 。 ところが,

各 時期 の それ ぞ れ の数 字 を具 体 的 に比 較 す る と,1974-85年 期 の 資本 設 備利 用

率 は前 時期 よ りか な り改 善 され た こ とが判 る。

以上 の定量 的 な分 析 は台湾 の経 済 成長 にお け る国内 ,国 外 資 本 の地 位 を明か

に して い る。 こ こで,「 米 援 」 の例 を さ らに挙 げ よ う。N.Jacoby教 授 は次 の

よ うに指 摘 して い る。 台 湾経 済 は アメ リカの援助 が無 ければ
,輸 入代 替 工業 化'

12)指 摘 すべ きは,63-74年 期以降
,台 湾 では国内資 本不足 の障害が ほぼな くな って,そ の代わ り

労働力不足と国内投資環境の整備が経済成長及びそれに伴う資本形成の問題点にな
ってきたのそ

あ る。
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を,計 画通 りに達成で きない,.そ して,1964年 に実現 したGNP水 準 は1983年

まで,1964年 に達成 した一人当 り所得水準 は1985年 までかかる。援助 は台湾の

平均年間投資額 に2.0の 乗数効果 を持 っていだ3)。 とい うことは国外資本 の一

部 「米援 」だけで も,台 湾の経済成長を少な くとも二 十年程短縮す ること

になった。

国外源泉の資本が経 済成長 において演 じた役割 を総括すれば,労 働力の完全

雇用の達成 と高い経済成長の達成のための国内資本不足の克服及び慢性 インフ

レの抑制であ るといえるであろ う。 ところで,1964-74年 期以 降,台 湾 は国内

資本需要 に充分供給で きると同時 に,新 たな課題 に直面 した。つま り,∫'ん 理

論成長値>8。 理論成長値の もとで,資 本の代 わ りに,労 働力の不 足圃が経済

成長の制約になってい ると同時に,コ ス ト型 インフ レの可能性 も潜在 している。

そ して,投 資環境 の整備(制 度 と政策)も 経済成長のポイ ントにな って,島 内

投資不振の状況においては,過 剰 な国内源泉資本の存在 も重要 な経済課題の一

つのな るであ ろう。

台湾の経験は工業化初期の外 国資本 の役割 を物語 っているが,し か し,そ れ

は世界工業化史上において,空 前のケースではなか った。

世界の後進資本主義工業国発展 の歴史におい て,表1-2-2で 示 してい るよ う

に ドイツと日本以外の国々はすべて純資本輸入国であ って,工 業化初期 には外

資への高い依存度 をもっていたのであ る。特 に,カ ナ ダ,オ ース トラリアで は

約20%か ら50%ま での資本形成が外国資本によって調達 された。 これらの事例

は近代 において も,現 代 において も,先 進国か らの外資導入が工業化初期 に資

本形成の通常 の手段であ ることを示 している。

13>NeilH.Jacoby,"U.S.AidtoTaiwan:AStudyofForeignA五d,Se塵f-Help,andDevelop・ ・

ment",ThePraegerSenseonInternationalEconomicsandDevelopment
,NewYork,Washing.

tonandLondon,1966.PP.150-162.及 びW.H.Fei,"AReviewofSinoAmericanCooperation"
,

IndustryofFreeChina,Vol.48,No.1 ,p13.

14)こ の 場 合 に,労 働 力 の 不 足 が 発 生 し や す い 。
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表1-2-2外 資依 存 度 ・国 際 比 較

(491)103

期 間 依存度 期 間 依 存 度

ノ ル ウ ェ 一
目 本

1865-1874 一 ユ0
.6 1885-1900 0.4

1875-1894 11.8 190ユ ー1910 19.2

1895-1914 33.3 1911-1920 一5
.9

ユ9ユ5-1924 29.1 1921-1930 4.2

1925-1934 4.2 1931-1940 一5
.1

1950-1959 8.0 1952-1960 一 〇
.1

一一一..

イ タ リ ア
1961-1970

1971-1978

一 〇
.2

-2 .3

1861-1880

1881-1900

15.0

0.0
オ ー ス トラ リ ア

1901-1910 一8
.8 1961-1980 30.4

1921-1930 122 1981-1900 41.5

1950-1959 4.8 1900/01-1919/20 12.2

ス ウ ェ ー デ ン
19ユ9/20-1938/39

1950/51-1959/60

12.1

8.4

1861-1880

1881一 ユ900

4.6

14.3
ド イ ツ α)

1901-1920 3.8 1851-1870 一5
.1

1921-1940 一3
.8 1871-1890 一11

,1

1941-1949 0.5 1891-1913 一4
.8

1950-1959 一 〇
.9 1928 8.2

カ ナ ダ
ユ950-1959 一13

.1

1870.1890 48.0
デ ン マ ー ク

1890,1900.19ユ0 43.2 ユ870-1889 18.4

1920.1929 21.8 1890-1909 17.0

1926-1930 9.3 1921-1930 一2
.5

1950-1959 10.4 1950-1959 0.0

(出所)南 亮進 「日本の経済発展』,160頁。

3.貯 蓄 及 びその 構造 の実 態 と特 質

一 国 の資 本形 成 におい て
,貯 蓄 が 決 定 的な地 位 を 占め るの は,明 らか な こ と

で あ る(香 港,シ ンガ ポー ルの よ うな経 済 パ ター ンを 除 く)。 本 節 は貯 蓄 率 と

その構 造 及 び民 間貯 蓄 関数 に関す る分 析 か らな る.

a,貯 蓄率

一 国 の貯 蓄 能力 は
,国 民 貯蓄 率 で説 明で き る。 これ は,貯 蓄 の 国民総 生 産 に
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対 す る比 率 で あ る。 これ に対 して,国 民 貯 蓄か ら固 定 資本 減価 償却 に用 い る部

分 を控 除 した 国民純 貯 蓄 の 国民純 生 産 との比率 は ,国 民純 貯 蓄 率 と して,一 国

の 純貯 蓄 能力 を説 明 す る。 また,一 国の 家庭 ,民 間非営 利 団体 の貯 蓄 能力 を計

る には,家 計貯 蓄 率 を利 用で きる。 これ は ,家 計 貯 蓄 と国 民所 得 との比 率で あ

る。

表1-3-1は 台湾 の各種 の貯 蓄 率 を示 して い る。51-85年 の期 間 ,国 民貯 蓄 率,

国 民 純 貯 蓄率 と家計 貯 蓄 率 は年平 均 で ,そ れ ぞ れ20.6%,15.7%と10.6%で

あ った。 それ を時期 別 に見 る と,各 時期 の各 種 貯 蓄率 は そ れ ぞ れ 表 の よ うに

な ってい る。 そ れ か ら,各 時期 間 の変化 を分析 す れ ば ,1964-74期 は著 しい成

長 期 で あ った こ とが 判 ろ う。 前 期 に対 す る この 時期 の成 長 は国民 貯蓄 率 が2 .8

倍,国 民純 貯 蓄率 が4.4倍,家 計 貯 蓄率 が3.4倍 で あ った 。 その 内 国民 純貯 蓄 率

の成 長 は特 に速 か った。 これ に対 して1975-85年 期 対 前期 の成 長 は各 指 標 と も

約1.4倍 しか な い,一 つ の安 定 的 な時期 と考 え られ る。 こ こで 特 に指 摘 すべ き

点 と して は1975-85年 期対1951-63年 期 の 国民 純 貯 蓄 率 の成 長 が6 .5倍 で あ った

の に対 して家 計貯 蓄 率 の それ は4.7倍 で あ った こ とで あ る。 つ ま り,台 湾 の 国

民 純貯 蓄率 の成 長 に対 す る寄与 度 が 一番 高 い の は家 計貯 蓄で は なか った ので あ

る。 これ を解 明 す るのが 次 の台 湾 の貯 蓄構 造 に関す る分 析 課題 の一つ とな る
。

b.台 湾の貯蓄構造

台 湾 の貯 蓄構 造 を主 体 別 に分 け る と,政 府 貯 蓄 ,公 営企 業 貯 蓄,、民営 企 業貯

蓄,家 庭 ・民 間非 営 業 団体貯 蓄か らな って い る。

まず,台 湾 の貯 蓄 の推 移変 動 の全 体像 をみ よ う。1951年 にお け る政 府 貯 蓄
,

表1-3-1台 湾 の 各 種 の 貯 蓄 率 (%)

1951-85 1951-63 1964-74 1975-85

国 民 貯 蓄 率

国 民 純 貯 蓄 率

家 計 貯 蓄 率

20.6

15.7

10.6

8.0

4.0

3.5

22.0

17.4

12.0

31.6

25.9

16.3

(出所;表1-1-1の 資料 に よ り作 成)
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公営企 業貯蓄,民 営 企業貯 蓄,琴 庭 ・民間非営業団体貯蓄 は各3567百 万元,

460百 万元,1979百 万元,4043百 万元であ り,84年 のそれは各130523百 万元,

74939百 万元,28497百 万元,340314百 万元で,そ れぞれ この間竿平均11.5%,

16.7%,8.4%,14.4%で 増加 した。 ここでは,公 企業貯蓄 の増加速度が一番

速か って,こ れに対 して,民 営企業貯蓄 の増加速度は割合遅か った。

ついで,台 湾の貯蓄構成 について時期別 に分析 してみ よう。50年 代には政府

貯蓄が,60年 代以 降は家庭 ・民間非営利 団体貯蓄が,重 要 な地位を有 してい る

ことがわか る。構成の比重の変動 についてみ ると,家 庭 ・民間非営利団体の貯

蓄 の割合が50年 代年平均30%,60年 代年平均57.7%,そ れ以降 も依然 として,

年平均56.0%と なって,貯 蓄構成 の中に主要 な地位 を占めてい る。それに,公

営企業 と民間企業 の貯蓄構成 の変動が,割 合 に安定 して,20%前 後で推移 した

ので,政 府の貯蓄構 成の変動 の推移が,家 庭 ・民間非営業団体貯蓄構成動 きと

逆方向に向か って きた。即ち,50年 代には政府貯蓄 の構成 は年平均43,7%を 占

めてい るが,60年 代 に18%ま で低下 し,70年 代以降には,年 平均27%と なって

い る。

以上 の分析 よ り,次 の ように言 うことがで きる。

第一 に,1951-84年 の間,台 湾 の国民貯蓄の成長速度 を構成 別に見 ると,公

企業の成長は一番速 いので,公 営企業貯蓄増加 の国民貯蓄増加 に対す る貢献が

高い ことが判 る。

しか し,第 二 は,そ の構成を規模の視点か らみれば,50年 代 には政府貯蓄,

60年 代以後には家計民間貯蓄がそれぞれ重要 な地位 を占めた。50年 代 の政府貯

蓄の大 きさは外国援助 によることを示 しているのであろ う。台湾工業化成長 の

初期 においては,家 庭 ・民 間非営利団体 の貯蓄構成比重が低 く,か つ不安定 な

動 きを伴 ったが,経 済成長 に伴 って,家 計 ・民間非営利団体貯蓄が,ま すます,

主要 な地位 に立つ ようになった。

第三点 として;経 済発展 に伴 って家庭 ・民間非営利団体貯蓄が主要 な地位 に

昇 ることによって,貯 蓄構成 の各部分 の比率が,一 定期間,安 定 的な状 態に
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な ってい く。 日本 の1965年 か ら89年 まで の貯蓄 構 造 を検 討 した場 合 に も,同 様

の傾 向が 見 られ る。

e.民 間貯蓄関数 について

民 間の 貯 蓄PS/N(或 は消 費PC!勤 の分析 は,通 常 次 の二 つ の 方 法で 行 う。

第 一 が ケ イ ンズ の絶 対 所 得 仮 設 で,PC/NをPY/Nで 説 明す る もの で あ る。

第二 が消 費 習慣 仮 設 で,PC/1Vの 上 昇 の 遅れ に 注 目す る もの で あ る。 この原理

の一 つ の 定式 化 は,一 年前 の所 得(P】 ㎜ り.1を 新 た な変 数 と して追 加 した り,

そ の 一 年 間 の 増 分 」(PY/1>)=P】//N一(・P瑚V)一1を 追 加 す る も の で あ る。

(P】醒V)一1が 小 さ ければ,す なわ ち4(P】(IN)が 大 きけ れ ば,消 費 は過 去 の

習 慣 に引 きず られ て 上 昇 せ ず,そ の 結 果PS/Nが 増 加 す る とい うの で あ る。

も う一 つ は一 年前 の消 費(PC/N)一 、を変 数 と して 加 え る方 法 で あ る。 これ は

今年 の消 費水 準が 過 去 のそ れ に よっ て影 響 され る とい うもので,習 慣 形成 仮 設

の直 接 的 な表 現で あ る。 こ こで はこ の二つ の理 論 に沿 って,検 証 した いが,方

法 と して は,第 一 がPY/NでPS/Nを 説 明 し,第 二 が 消 費 慣 性 仮 設 を変 形 し

て,新 た な変 数 の貯 蓄慣 性(Ps/m_,を 加 える方 法 で あ る。

検 出 は表1-3-2の よ うで,有 意 で あ る。 まず 簡単 な ケ イ ンズ型 消 費 関数 の結

果(方 程式(2),(5))を 見 る と,相 関 関係 が 相 当高 い こ とが判 る。 この式 の

変 形 で あ る方 程式(1),(4)も 充 分 に有 意 で あ る.そ れ は ・PZWの 上 昇 を基

に して,PS/Nが 上 昇 す る とす る考 えを支持 す る。

次 に習 慣形 成 仮 設 の変形 とす る貯 蓄慣性 仮 設 を考 え る。 方程 式(3)と(6>は

これ に よ る もので あ る。 両方 程式 と も きわ めて 高 い相 関 関係 を示 して い る。 こ

れ らの計 測結 果 か ら次 の よ うに結 論 で き る。 す なわ ち,台 湾 の民 間 貯 蓄 は一 人

当 り可処 分所 得 に規 定 さ れて い るが,貯 蓄慣 習 に よ る影 響 が きわ め て 高い(言

い 替 えれ ば,民 間 の 消 費 支 出 は 過 去 の消 費 水 準 に著 し く依 存 す る) ,特 に

1953-69年 期 にそ の貯 蓄慣 習 は有 力 な変 数 で あ った 。 しか し,時 期 的 な変 化 を

見 れ ば,1970-85年 期 に は貯 蓄慣 習 が依 然 と して重 要 な要 素 で あ るが,そ の重

要 性 は前 期 に比べ て大 き く減 少 して,一 人 当 り可処 分所 得 の増 加 の重 要性 が 大
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パ ラ メ ー タ ー

期 間

方
程
式 変 数 定 数 Py/N (PS/N)一1 R

1953-69 (1)

(2)

(3)

PS/N

PC/N

PS/N

一〇
.3793

0.37934

-0
.ユ892

0.ユ7586

(0.0126)

0.82414

(0.0126)

0.09784

(0,0504)

0.45023

(0.2323)

0,928

0,996

0,939

1970-85 (4)

(5)

(6)

PS/N

PC/N

PS/N

一〇
.6183

0.61829

-0
.2676

0.22106

(0.0071)

0.77894

(0.0071)

0.147ユ3

(0,0387)

0.36589

(0,1887)

0,986

0,999

0,989

(出所)表1-1-1の 資料 に よ り計 算

き く な っ た こ と が 判 る 。

4.資 本形成構造 の実態 と特 質一 固定資本形成を中心に一

本節か らの検討 は,資 本形成の投資段 階における固定資本形成を中心 とした

その構造及び推移の実態 と特質についてである。

第一部分では,投 資主体別の固定資本形成構造 の実態 と特 質を検討 し,第 二

の部分では,資 本財別の固定資本形成構造の実態 と特質 を分析 し,第 三の部分

では,産 業別の視点か ら,固 定資本形成構造の実態 と特質を検討す る。

a.投 資主体別の固定資本形成の実態と特質

国際連合統計委員会の規定 は,資 本形成の投資主体を政府,公 企業,民 間企

業,民 間非営利 団体 に分類 してい る15)。

15)r調 査 月 報 」 第45巻 第4号,92ペ ー ジ 。(UnitedNationsStudi巳sinMethodsseriesFNo ,3.

ConceptsandDefinitionsofCapita且FO㎜adon、)。 こ こ で ,公 企 業 と 民 間 企 業 以 外 の 政 府,家

庭 ・民 間 非 営 利 団 体 の 定 義 を 明確 に して お こ う。(1敏 府 の 資 本 形成 は,建 物,そ の 他 の建 設 物 及

び工 場,機 械 や 設 備 に対 す る支 出 を含 ん で い る。 そ の 他 の 建 設 物 及 び工 場 の 中 に は
,道 路,運/
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まず は,投 資主 体 別 の 固定資 本形 成 の 推移 をみ よ う。

固 定資 本 形 成 の増 加 速 度:は ,1952か ら85年 まで の33年 間 に お い て,年 平 均

12.13%で,そ の うち,政 府 ・公 企業 は12 .58%,民 間企 業 ・民 間非 営 利団 体 の

同指標 は11.61%で あ った。 さ らに ,そ れを1952-62年,1963-73年,1974-85年

の三つ の 時期 に分 けて検 討 してみ よ う。

52-62年 におい て,固 定 資 本形 成 の年平 均 増加 速 度 は ,12.70%で,そ の うち,

政 府 ・公 営企 業,民 間企 業 ・民 間非 営利 団体 の 固定 資本 形 成 の増 加速 度 は
,そ

れ ぞれ14.50%,10.56%で あ る。

63-73年 の固 定資 本形 成 の年 平均 増加 速 度 は17 .48%で,そ の うち,政 府 ・公

営 企業,民 間企 業 ・民 間非営 利 団体 の同指 標 は ,そ れ ぞれ17,51%,17,32%で

あ る。

74-85年 に は,台 湾 の 固定資 本 形成 が年 平 均6 .67%で 増加 した が,そ の うち ,

政 府 ・公営 企 業,民 間企 業 ・民 間 非営利 団体 の 同指標 は ,各 々6.29%,7.39%

で あ る(表1-4-1を 参 照)。

以 上 の分析 か ら,次 の こ とが言 え る。 一つ は,固 定資 本 投 資 の年 平均 増 加速

度 は,63-73年 期 に最 も高 い。 この時期 で は ,特 に民 間企 業 と公 企 業 の 固定 資

本 投資 の年 平 均増 加率 が,ピ ー ク期 とな った 。 も う一 つ は ,74-85年 期 に入 っ

て,投 資 は 減 速期 に入 った。 そ れか ら,52-62年 期 に,政 府 ・公 営 企 業 の増加

速 度 が 民 間企 業 ・民 間非 営利 団体 よ り大 幅 リー ドしたが ,63-73年 期 に は,政

府 ・公 企 業 と民 間企 業 ・民 間非営 利 団体 の増 加 速 度 はほ ぼ 同 じで成 長 率 の一 番

速 い時 期 に入 って,前 者 が1%し か リー ドしなか った。 そ の減 速 期 の74-85年

に は,各 投資 主 体 の その増 加 速度 は ,同 様 に減速 して,民 間企 業 ・民 間非営 利

団体 の増 加速 度 が初 め て1%リ ー ドした。 これ は固定 資 本形 成 の推 移 変 動 に お

＼河,港 湾や構 造物 な どが含 まれ てい る。政府の資本 形成 には,比 較 的恒 久的性格 を持つ 天然資 源`

の保 存 と発展 のため の支 出 も含み ,排 水,埋 立,水 防,植 林 また はそれ ら と同様 の 目的でな され

る土 地の 改良 も入 ってい る。② 家庭 ・民間非 営利 団体 とは,家 計及 び企業 によ って財 貨 用役 を消
費す るた めの細 醜 方法 を もってい る団体 を.含む 碇 義 され てい る

,一 欄 ま,そ の経 費の大
部分 は.公 私 の贈与 と寄付 に基づ くものに よ り賄 われ てい る。
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け る民 間部 門 の地位 が 上 昇 して い く傾 向 を示 唆 す る もので あ った。

続 い て,固 定資 本 形 成 に.おける投 資主 体別 構 成 を見 よ う。

台 湾で は,51-85年 の政府 ・公 企業 の 固定 資本 形成 の比重 は.年 平均45.90%

で,51-62年 の 時期 にそれ は年平 均48.83%,63-73年 は,40.30%に 低 下 してい

て,74-85年.は,再 び48.10%に 達 して51-62年 期 の比 重 に 回復 した 。 そ れ に に

対 して,民 間 企 業 ・民 間 非 営 利 団 体 の 固 定 資 本 形 成 比 率 は51-85年 期 に は

54.12%で,51-62年,63-73年,74-85年 の各 々の 時期 にそ の比 重 は,そ れ ぞれ,

51.20%,59,71%,51.90%を 占 めてい た。

上 述 の 固定資 本形 成 投 資主 体 別構 造 の分析 に よ って明 らか に な った固 定 資本

投 資 活動 にお い て,政 府 ・公 営 企業 が大 きな投 資 者 と して,約40-50%を 占め

る重要 な地位 に立 って い るの は注 目すべ き こ とで あ り,ひ い て い えば,こ の特

異 性 が,台 湾経 済 に 「官 民分 担」 とい う特 質 を付与 して い る と言 え るで あ ろ う。

b,資 本財別固定資本形成の推移 とその構造 と特質

国 際連 合統 計専 門委 員 会の 定義 に よる と,資 本財 の形態 は,住 宅,非 住 宅用

の建 築,そ の他 の建 物 及 び工 場,運 輸施 設,機 械 そ の他 の装 置,な どに分類 さ

れ るが,台 湾 の統 計 資 料 で は,運 輸 施設 指標 の中 に含 まれ た動 物,そ して,そ

の他 の建 物 及 び工 場 の指 標 に含 まれ た排 水 そ の他 の土 改 良工事,開 墾 に対 す る

出費,コ ー ヒーや ゴム園,果 樹 園,葡 萄 園等 の発展 のた め に,そ の 会計 期 間 中

支 出され た経 費等 を土 地 改良 ・農 園 果樹 園 開発 と養 殖 動物 ・牽 引動 物 ・酪 農 な

ど とい う新 た な指 標 を設 けて い る16)0

16)同 上。ここで,住 宅,住 宅以外の建物,こ の他の建物及び工場,運 輸施設,機 械その他の装置

の内容を明確にしておこう。〔1)住宅:こ の支出には住居として住めるようにするための全費用

を含めて,そ の内部及び外部の塗装ならびに鉛管工事,ス トーブ,暖 房や洗濯施設などの永久的

製造費用を包含する。② 住宅以外の建物:こ の部門は一般政府の行政活動ならびに公私の企業
のために建築された住宅以外のすべての建物を含む。これは産業用建物,倉 庫,事 務所,店 舗,

食堂,ホ テル,納 屋のような農場建物,宗 教,教 育,娯 楽や病院などのような社会的目的等のた

めの建物,の 外,大 改築や作業工程を加える。㈹ この他の建物及び工場=公 私企業並びに一般

政府による次のような耐久施設の建設に対する全支出を含む一鉄道,地 下鉄,運 河,造 船以外の

海事建設,桟 橋その他の港湾施設,運 動場,公 園,.水力施設,公 衆衛生企画,空 港,送 電施設,
ガス配管,電 信や電話などの通信施設,道 路,街 路,下 水,陸 橋,橋 梁や水路等。㈹ 運輸施設

これは船舶,自 動車,ト ラック,営 業用車両,道 路運搬牽引車及び動物,公 共運輸組織に使/
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まず,固 定 資 本 形成 の資 本 別動 態 を分 析 しよ う。52-85年 の各 資 本 財 固 定 資

本 形 成 の全 成 長 率 は,年 平 均12.13%で あ った。 資本 財 別 に見 る と
,住 宅財 は

14.39%,非 住 宅建 築 財 は10 .84%,そ の他 の建 物 及 び工作 物 は10 ,50%,運 輸

施 設財 は16.88%,機 械 及 びその他 の装置 は15 .03%,土 地改 良 ・農 園 と果 樹 園

開 発 な どは11.74%,養 殖動 物 ・牽 引動物 ・酪農 な どは24 .85%で あ った 。 さ ら

に,こ れ らの 指標 を時 期 別 に見 れ ば ,表1-4-2の よ うで あ った。

上 記 に よ って,分 か る よ うに,1952-85年 の33年 間の 資 本財 別 固 定 資 本形 成

成 長速 度 は,養 殖 動 物 ・牽 引動 物 ・酪 農 な どが 最 も速 い。 次 は運輸 施 設財 と機

械 及 び そ の他 の装 置財 の順 で あ る。 時期 別 に見 る と,表1-4-2の よ うに,52-62

年 の時期,養 殖動 物 ・牽 引動 物 ・酪農 な どの 固定 資本 形 成が 最 も速 く,年 平 均

増 加 速 度 が21.32%で あ り,二 位 は 運輸 施設 財 の20 .22%で,三 位 は住 宅財 の

15.60%で あ り,そ の次 は機 械 及 び その他 の装 置財 の15 .32%で あ った。63-73

年 の 間,運 輸 施 設 財 が26.74%で 最 も高 い速 度 で成 長 した。 同 時 期 ,養 殖 動

物 ・牽 引動物 ・酪 農 な どが依 然25.19%の 速度 で 増 加 したが ,機 械 その 他 の 装

置 財 が,前 期 よ り速 く伸 び,24.34%の 増加 速 度 で 三位 に な って い た。 この時

期 は,台 湾 の 固 定 資 本 形 成 の 高 い成 長期 ,ま た 台 湾経 済 の 高 い成 長 期 で あ っ

表1-4-1 時期別の台湾投資主体別固定資本形成の推移 (%)

1952-1962 1963-1973

一-

1974-1985

固 定 資 本 形 成 12.70 17.48 6.67
政 府

公 企 業 14.50 17.51 6.29

民 間 企 業
非 営利 団体 10.56 17.32 7.39

(出所:表1-1-1の 資 料 よ り作 成)

＼用 されて いる車両,鉄 道 や電 車 に使 われ てい る各 種車 両 に対 す る支 出を含 む。 それ か ら
,排 水 その他

の土改 良工 事,開 墾 に対 す る出 費,コ ー ヒーやゴ ム園,果 樹 園,葡 萄 園等 の発 展の ため に,そ
の会 計期間 中支出 され た経 費等 を も含 む。樹 機械 その他 の装 置:こ の項 目は上 述の グルー プ

に含 まれ ないあ らゆ る資 本支 出 を カバーす るもので あ る。 それ は原動機,農 業用機 械 器具,(道
路 運搬以外 の)ト ラクター事 務用器 械,装 置 及び家具,金 属 加工機 械,鉱 山業用 ,建 設用 その他.
の産 業機械,研 究施 設,専 職 用器械,耐 久容器 な どを含む 。
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表1-4-2台 湾 の 時 期 別 の 資 本 財 別 固 定 資 本 形 成 成 長 率 及 び 構 成

(成長率)
〔%〉

時 期 住 宅
非住宅
建 物

其他建
物及び
工作物

運 輸
施 設

機械及
び其他
装 置

土地改良

農園果樹
園の開発

養殖動物
牽引動物

酪 農 等

52-85

52-62

63-73

74-85

14.39

ユ5.60

19.54

5.55

10.84

12.41

11.27

8.99

10.50

11.63

11.09

8.93

16.88

20.22

26.74

4.78

15.03

15.32

24.34

6.22

11.74

11.87

20.45

3.68

24.85

21.32

25.19

27.76

(構 成)

51-85

5ユー62

63-73

74-85

14.0421,7120.74

14.6727.9425.78

13.4321.7218.53

13.96ユ5.48ユ7.74

8.5034.490.350.13

5.5825.450.420.07

10.ユ435,770.310.10

9.9342.350.330.21

出所)同 家1一 ユー1の資料によb作成

た。74-85年 の時期 は,固 定資本形成 の減速期である。 この時期 において,養

殖動物 ・牽引動物 ・酪農 など固定資本形成の伸び率が,再 び27.76%で 一位 に

な り,つ いで,非 住宅用建築財の8.99%と その他 の建物及び工作物財の8.93%

がそれ に続 いた。運輸施設財 と機械及びその他の装置財 の増加速度は急速 に低

落 し,そ れぞれ4.78%,6.22%し がなか った。

以上 の分析 を もとに,固 定資本形成構 成の中で僅 か0.07-0.21%し か占めて

いなか った養殖動 物 ・牽引動物 ・酪農 など固定資本形成 の推移 は捨象 した上で,

次の二点を指摘 したい。即ち,第 一 は経済の高度成長期,ま たは固定資本形成

の高度成長期では,運 輸施設 財 と機械及びその他の装置財 とも高い成長が見え

ること,固 定資本形成の低速期,減 速期,ま たは経済の低速期.減 速期 におい

ては,非 住宅建築財,そ の他の建物及び工作物,住 宅財が他 の資本財 よ り,そ

の成長速度が,割 合高 くなる ことで,こ の検出は経済成長の変化(景 気循環)

と各々の財 の固定資本形成の間に一定の規則がある相関関係 を示唆 している。

第二は1952-85年 の問において,固 定資本形成増加速度は平均 に して,最 も高

いのが運輸施設財であ った とい う特徴である。

続いて,資 本財別固定資本形成 の構成 を見よ う。
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固 定資 本形 成 で は,1951-85年 の34年 間 の年 平 均 は機 械 そ の他 の装 置 の比 率

が34.49%で,最 も大 き く,そ の他 の建 築 と工 場財,運 輸 施 設 財 が ,そ れぞ れ

20.74%,8.50%で .合 わせ て29.74%と な り,住 宅財 が14 .04%,非 住 宅 用建

物 財 が年 平 均21.71%,土 地 改 良 ・農 園 と果 樹 園開 発 と養 殖動 物 ・牽 引動 物 .

酪農 な どは合 わせ て0.48%で あ った 。

各資 本 財 の定義 に基づ いて ,固 定 資本形 成 の 資本財 別 構 成 を観 察 す る と,社

会 イ ンフ ラス トラ クチ ャー関係 の そ の他 の建築 と工 場 財
,運 輸 施設 財 の比重 が

1951-62年 期 にお い て31 .66%で,同 時期 の製 造 業関 係 の資 本財 機械 そ の他

の 装置 財 の25.45%よ り6 .21%大 きか ったが,1963-73年 期 にそれ が逆 転 して
,

1974-85年 期 にお い て は製 造 業関 係 の資 本財一 機械 そ の他 の装 置 財が42
.35%

とな って,圧 倒 的 に大 きい とい う特 徴 を有 す る
。 この 検 出 は1951-62年 期 が

1963年 以後 の製造 業成 長 の基 盤創 出期 とな った ことを示唆 して い る
。

c.産 業用途別固定資本形成の推移 とその構成

固定 資 本形 成 の産 業 別分類 は国 際連 合統 計委 員 会 の定 義 によれ ば ,① 農 林水

産 業,② 鉱 山業及 び採 石 業 ,③ 製造 業,④ 建 設 業,⑤ 電気 ガ ス水道 業,⑥ 運 輸 ,

貯 蔵及 び通信 業,⑦ 卸 及 び小 売業,⑧ 金 融保 険及 び不動 産 業
,⑨ 住 宅建 設,⑩

公 共行 政,諸 サー ビス等11の 項 目 に分 け られ るw)。

産 業 別 固 定 資 本 形 成 の 検 討 に は ,ま ず,そ の 成 長 の 推 移 か ら入 ろ う。

1951-84年 の33年 間 にお い て ,農 林 水 産業 へ の固 定資 本 投資 の年 平 均 増加 率 は

12.4%,鉱 山業及 び採 石 業 は132%
,製 造 業 は20.4%,建 設 業 は27.2%で あ っ

た。 電気,ガ ス,.水 道 は21 .7%,運 輸,貯 蔵 及 び通 信 業 は20 .2%,卸,小 売 業

は,年 平 均18.0%,金 融 ,保 険及 び不 動 産業 は19.7%で あ った 。 また,住 宅 建

設 への 固定 資本 投 資 は年平 均21 .2%で 増 加 し,公 共 行 政 と諸 サ ー ビス業 へ の固

定 資 本投 資 の年 平 均増 加率 は ,そ れ ぞれ21.4%,21.8%で あ った。

つ いで,そ の 固定 資本 形 成 にお ける産業 用 途別 の構 成 を時 期 別 に見 よ う
。

農 林 水産 業か ら分析 して み よ う。 農林 水 産業 の 固定 資 本投 資 に お け る構 成 は

17)同 上,93ペ ージ。
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.年 々減 少 して い て,51-56年 は,年 平 均24 .5%,57-66年 は,18 .2%,67-74年

には9.1%に 減 少 し,75-84年 は ,さ らに4.7%に 下 落 して い た。 それ に対 して ,

製造 業 のそれ は,51-63年 の13年 の 問 は,年 平 均22.8%で,64-84年 の21年 の 間

に は,年 平 均31.3%に 増 え た。51-84年 の34年 間 を と る と
,年 平 均28.1%の 比

重 に な って いた 。

電気'ガ ス・水 道 業 の固 定資 本 投資 にお1ナる位 置 は
,・972年 を境 と して,二

つ の時 期 に分 け られ る。51-72年 の21年 間 の年平 均 比重 は11
.7%,73-84年 の平

均比 重 は15.0%で,総 平均13 .5%で あ った。 運輸,貯 蔵 及 び通信 業 の 固 定資 本

形 成 の構 成 は,51-84年 の 問 ,年 平 均16.1%の 比率 を 占め て い た。 同 期 の 固定

資 本投 資 に お け る卸小 売 業 の年 平 均 比率 は ,7.4%を 占め て いた が,減 少 の 傾

向が 見 られ た。 同期 の住 宅 建設 のそれ は11 .5%で 大 きな変化 は見 られ なか った。

以上 の農林 水 産 業,製 造 業 ,電 気 ガス及 び水 道 業,運 輸 貯蔵 及 び通 信 業 ,卸

小売 業 と住 宅 建設 な ど諸産 業 へ の固定 資本 投 資 の 固定資 本形 成 にお け る比 率 は
,

合 わ せ て・ 年平 均9・%弱 で あ る状 態 にあ ・た。 他 方,鉱 山及 び採 礁 建 設業 ,

金融'保 険 及 び不 動 産業 ・ 公共 行 政 と諸 サ ー ビス業 の 同比率 は論 わ せ て
,年

平 均10%程 度 しか な か った 。

以 上の分 析 か ら,産 業 別 固定資 本 形成 につい て ,次 の点 を指 摘 で きる。

第 一 に,ユ951-84年 の 間 に,建 築 業 ,電 気 ガ ス水 道 業,住 宅建 設,公 共 行政 ,

諸 サ ー ビス業 の固定 資 本投 資 の 年平均 増 加 速度 は ,全 産業 の 固定 資本 投 資 の そ

れ よ り速 く・ 製造 業 ・運 輸貯 蔵 及 び通信 業 詮 融 ・保 β級 び不 動産 業 の 固定 資

本 投資 の 年平 均 増加 速 度 は冷 産業 の固 定 資本投 資 の年平 均増 加 速度 とほ ぼ 同

じで,農 林 水 産業 ,鉱 山及 び採 石業,卸 小 売業 の固 定資 本投 資 のそれ は
,固 定

資 本投 資 全産 業 の年 平均 増 加 速 度 よ り遅 か った 。

第 二 に・ 固 定資 本投 舗 成 に おい ては ,製 造 業 樋 要 な 地位 を占め て いた 。

時期 別 に見 る と,.50年 代 の固 定資 本投 資 の主 役 は農 林水 産 業で あ り
,60年 代 以

降 そ の主要 な地 位 が製 造 業 に取 ・て替わ られ た とい う固 定資 本投 資 の離 的

な 変化 が見 られ る。
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第三に,さ らに,十 一産業の中の電気 ガス水道業 と運輸貯蔵及 び通信業を社

会イ ンフラ産業 として,産 業別固定資本投資構成を分析す ると
,台 湾は,農 林

水産業,製 造業,イ ンフラ産業 の三脚鼎立型固定資本投資構造か ら
,製 造業,

インフラ産業の二軌道均衡的な固定資本投資構造へ移行す る固定資本投資 の構

造 的な特 質を持 っていた ことが検出 され る。

●


